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County of Los Angeles v. Mendez, 581 U.S. _, 
137 S.Ct 1539 (2017)

山　田　峻　悠＊

　過剰な有形力の行使の有無を判断するに当たって第 ₉巡回区が独自に採
用していた自招原則（provocation rule）は，第 ₄修正上認められないと
判断された事例。

《事実の概要》
　警察官である Conleyと Pedersonは，仮釈放を受け逃走中の OʼDellを
捜索する特別捜査班に従事していた。OʼDellは武装していると思料されて
おり，又以前には身柄の捕捉時に逃亡したことがあった。情報提供者から
OʼDellが潜伏中の住居に関する情報を得て，Conleyらは同住居に OʼDell

の身柄の捕捉に赴くことになった。事前打ち合わせの際に，当該住居の裏
庭にはMendezとその同居人が住んでいるという情報が伝達された。Ped-

ersonはこの情報を聞いていたけれども，Conleyは公判において覚えてい
ないと証言している。
　警察官らは，OʼDellの逮捕令状を携えて当該住居に赴いた。Conleyら
とは別の警察官が正面玄関から住居内に立ち入り捜索したが，OʼDellを発
見することはできなかった。同じ頃，Conleyと Pedersonは，銃器を構え
ながら，住居の裏庭を捜索した。裏庭にはMendezが住んでいる小屋があ
り，本件捜索当日，Mendezらは小屋の中にあるベッドで昼寝をしていた
が，警察官らはこのことに気づいていなかった。小屋の中にはネズミなど
の駆除のために小口径のライフルによく似た BBガンが置いてあった。
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　小屋の中を捜索するに当たって，Conleyと Pedersonは捜索令状を有し
ておらず，また，来意告知を行うこともしなかった。Conleyが小屋のド
アを開けたとき，Mendezは当該住居の家主が来たと思い，杖代わりにし
てベッドから起き上がるために BBガンを手に取っていた。その結果，
Conleyらが小屋の中に入ったとき，Mendezは BBガンを手に持ち，その
銃口が幾分 Conleyの方に向いている形になっていた。Conleyは「銃だ」
と叫び，警察官らは合計15発の銃弾を発射した。Mendezらは複数個所の
銃戧を負い，Mendezは左足の膝から下を切断しなければならなかった。
結局のところ，警察官らは本件捜索において OʼDellを発見することはで
きなかった。
　Mendezらは Conleyと Pederson等に対して，合衆国法典タイトル42，
1983条に基づく損害賠償訴訟を提起した。Mendezらは，①官憲らは無令
状で小屋に侵入した（以下，「無令状での侵入を原因とする請求」という），
②官憲らは，小屋に侵入するに当たって来意告知（knock and announce）
を行わなかった（以下，「来意告知違反を原因とする請求」という），③官
憲らは小屋に侵入した際に過剰な有形力を行使した（以下，「過剰な有形
力の行使を原因とする請求」という）という第 ₄修正違反を原因とする三
つの損害賠償請求を行った。
　District Courtは，無令状での侵入と来意告知違反を原因とする請求に
関して Conleyらに損害賠償責任を認めた。過剰な有形力の行使を原因と
する請求について，District Courtは，本件銃撃行為それ自体は Graham v. 

Connor, 490 U.S. 386 (1989)に照らせば第 ₄修正上合理的であったと判断
したが，第 ₉巡回区が独自に採用する自招原則（provocation rule）を適
用し，Conleyらに損害賠償責任を認めた。このルールの下では，⑴官憲
が意図的に（intentionally）もしくは無謀に（recklessly），相手方に暴力
的な対応を引き起こさせ，⑵その自招行為が独立した憲法違反を構成する
場合に，この原則の適用がなければ合理的で合法な防衛上の有形力の行使
であっても，第 ₄修正上不合理な有形力の行使とみなされることになる。
　第 ₉巡回区 Court of Appealsは，無令状での侵入を原因とする請求では
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District Courtの判断を認容確認したが，来意告知違反を原因とする請求
については Conleyらに限定免責（qualified immunity）を付与した。過剰
な有形力の行使を原因とする請求について，Court of Appealsは，本件銃
撃行為それ自体は Grahamの下第 ₄修正上合理的といえるという結論を
問題視することはなかったが，自招原則を適用し，警察官らは，明確に確
立した法に違反して無令状で小屋に侵入することで意図的にもしくは無謀
に本件銃撃行為を引き起こしたことを理由に，損害賠償責任を認めた。自
招原則とは別に，Court of Appealsは，仮に自招原則が本件に適用されな
いとしても，警察官らは小屋に来意告知なく侵入した際に武装した居住者
に遭遇することを予見可能であったとみることが合理的であり，来意告知
を欠く侵入と本件銃撃行為との間に近因（proximate cause）を認めるこ
とができるため，警察官らは損害賠償責任を負うと判示した。
　合衆国最高裁判所により，サーシオレイライが認容された。

《判旨・法廷意見》
破棄・差戻し
アリトー裁判官執筆の法廷意見
　第 ₉巡回区の自招原則では，有形力を行使した押収が Grahamの基準
で合憲性を認められた場合に，その押収に至る事実経過に別の第 ₄修正違
反があるか否かを問い，第 ₄修正違反がある場合には，他の点で合理的な
防衛上の有形力行使を不合理とすることを認める（Billington v. Smith, 292 

F.3d 1177, 1189 (9th Cir. 2002)）。自招原則は過剰な有形力行使に関する我
われの法理に合致しない。我われの法理の下では認められない請求権を法
理とは別の憲法違反に基礎づける点で，この原則には根本的な欠陥があ
る。
　押収のための有形力の行使が第 ₄修正上合理的であるか否かを判断する
には，第 ₄修正上の個人の利益と関連する政府側の利益の間でバランスを
図る必要があり，過剰な有形力行使の事例では，特定の捜索または押収が
事情を総合して正当と評価されるか否かが問われる。この評価は，有形力
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を行使して押収を行ったときに警察官に判明していた情報をもとに通常の
警察官の視点から行わなければならない。
　この問いについて合理的な有形力行使であるという結論が出る場合にそ
の回答で賠償責任の有無を決するのではなく，時間をさかのぼって，有形
力行使に至る経過の中に，有形力行使に結び付いた別の憲法違反があるか
否かをさらに問うのが自招原則である。自招原則は第 ₄修正違反を原因と
する別個の請求権を合成している点で誤っている。自招原則は別個の請求
権を合成することで，過剰な有形力行使を原因とする請求権としては成立
しない内容による損害賠償請求を過剰な有形力行使を原因とするものとし
て認める結果を生む。過剰な有形力行使を原因とする請求権の成否を決め
るのは Grahamの基準であり，この基準で請求権が否定される場合に，
有形力行使に至る経緯に別の憲法違反があるというのであれば，Graham

とは切り離して分析すべきである。
　本件 District Courtは，有形力を行使した押収について Grahamの下で
第 ₄修正上合理的であったと認定しているのに対し，Court of Appealsは
この点に異を唱えていないにもかかわらず，無令状での侵入という別の第
₄修正違反があることを根拠に，被申請人の損害賠償請求を認容してしま
っている。
　第 ₉巡回区は自招原則の適用を限定し，別個の憲法違反が有形力の行使
を行うような状況を作り出していることと，別個の憲法違反が無謀にもし
くは意図的に行われていることを要件にしている。
　とはいえ，これらの限定はいずれも，Grahamを正当化できない形で拡
張しているという自招原則に伴う根本的な問題を解決できないだけでな
く，これらの限定それ自体にそれぞれ問題がある。前者の要件では如何な
る因果関係の基準を用いるのか明らかではない。後者の要件では，第 ₄修
正の合理性の判断基準に官憲の主観的な意図を取り入れている。
　Court of Appealsはまた，たとえ自招原則によらなくても，無令状での
侵入と本件銃撃行為の間には近因が認められることから，警察官らは，本
件銃撃行為につき損害賠償責任を負うことになると判示した。近因を分析
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する適切な方法によれば，予見可能性（foreseeability）又は，前提となる
行為（the predicate conduct）によって生じる危険の及ぶ範囲に関する検
討を要し，加えて，原告側主張の傷害と危険な行為との間に一定程度での
直接的な関係があるか否かを裁判所は判断しなければならない。
　しかし，Court of Appealsは，関連ある憲法上の基準である無令状での
侵入に結び付いた予見可能な危険について何ら明らかにしていない。加え
て，Court of Appealsは，本件事実関係に基づいて，原告が負った傷害と
無令状での侵入との間にどのような近因が認められるのかについて説明し
ていない。差し戻し後の審理において，Court of Appealsは，官憲が令状
を得ていなかったことと銃撃行為で負った傷害の間に近因が認められ，被
申請人らの損害賠償請求を認めることができるか否かを検討すべきであ
る。
　以上の理由により，Court of Appealsの判断を破棄し，差し戻す。

　ゴーサッチ裁判官は，本件の審理にも判断にも加わっていない。

《研究》
　 1．官憲が憲法に違反する行為を行った場合，合衆国法典タイトル42，
1983条に基づき当該官憲個人に対して，損害賠償を求める訴訟を提起する
ことができる。とはいえ，常にこの責任が認められるわけではなく，官憲
は「限定免責（qualified immunity）」に基づき免責を求めることができ
る1）。先例では，官憲の行為が，通常人（reasonable person）が認識しう
るほどに明確に確立していた憲法上もしくは法律上の権利を侵害したとい
える場合に限り官憲は損害賠償責任を負い，それ以外の場合には限定免責
が付与され，官憲は損害賠償責任から免責されてきた2）。
　本件過剰な有形力の行使を原因とする請求に関して，Court of Appeals

1）　田村泰俊『公務員不法行為責任の研究』（信山社，1995年）412─423頁参照。
2）　See, Saucier v. Katz, 533 U.S. 194 (2001)；Pearson v. Callahan, 555 U.S. 

223(2009).
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は，行為時の状況に照らせば，本件銃撃行為は Grahamの基準の下合憲
であることを前提としつつも，さらに第 ₉巡回区で独自に採用されてきた
「自招原則（provocation rule）」を適用することで警察官らに損害賠償責
任を認めた。これに対して，合衆国最高裁判所は，第 ₉巡回区が採用する
自招原則は，先例で採用されてきた有形力の行使に関する分析枠組みに反
するもので採用できないとし，Court of Appealsの判断を退けている。
　 2．⑴　警察官による有形力の行使と第 ₄修正の関係について示したリ
ーディングケースは，犯行現場から逃走しようとした，凶器を携帯してい
ない押込み（burglary）の被疑者を銃撃して死亡させたことの合憲性が争
われた Tennessee v. Garner, 471 U.S. 1 (1985)3）である。この事件で合衆国
最高裁判所は官憲による有形力の行使を第 ₄修正の問題としたうえで4），
第 ₄修正上の合理性5）を判断するに当たっては，個人の第 ₄修正上の利益
に対する侵害の内容と性質と，その侵害を正当化するために主張された政
府側の利益の重要性を比較衡量することになるという立場を示した。そし
て，この事件のように，被疑者が凶器を携帯しておらず，警察官や第三者
に危害を加える虞がない場合に致死的有形力を行使することは，第 ₄修正
上不合理であると判示した。
　次にこの点につき判断した先例として，不審事由に基づき被疑者を停

3）　Garnerの紹介・解説として，川端和治・ジュリスト885号76頁（1987年），
椎橋隆幸編『米国刑事判例の動向Ⅵ』（中央大学出版部，2018年）124頁（山田
峻悠担当）がある。
4）　Garner以前では，官憲の有形力の行使をデュー・プロセスにより規律する
べきか，あるいは，第 ₄修正により規律するべきかで争いがあった。Garner

では，警察官がある者の退去の自由に制限を加えた場合はすべて，警察官はそ
の者の身体を押収したことになるとして有形力の行使を第 ₄修正の問題として
扱い，デュー・プロセスの観点からは検討をしなかった。Tennessee v. Garner, 

471 U.S. 1 (1985).

5）　合衆国憲法第 ₄修正は「不合理な」捜索・押収を禁止しており，合衆国最高
裁判所はまず第 ₄修正上の捜索・押収に当たるかを検討し，捜索・押収に当た
る場合には第 ₄修正上合理的といえるか否かを判断してきた。
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止・検査する際に加えられた有形力の行使が争点とされた Graham v. Con-

nor, 490 U.S. 386 (1989)6）がある。合衆国最高裁判所は Garnerを踏襲して
有形力の行使を第 ₄修正の問題としたうえで，第 ₄修正上の合理性判断テ
ストは，機械的に適用できないものであり，犯罪の軽重，法執行官の安全
に対する脅威の有無，逮捕への抵抗や逃亡の虞を，それぞれ具体的な事実
や情況に照らして注意深く判断しなければならないとした。そして，この
合理性の判断は，通常の官憲を基準として判断されることになるのであっ
て，官憲の主観的な意図にかかわりなく，客観的に見て合理的であったか
が問われることになるという見解を示した。
　以上のように，有形力の行使に関する分析枠組みは Garner，及び Gra-

hamによって確立し，行為時に官憲に判明していた具体的な事情に照ら
して，通常の官憲の視点からその合理性が客観的に判断されてきた。
　⑵　1983条に基づく損害賠償訴訟においてこの Grahamの基準に照ら
して，ある有形力の行使が第 ₄修正上不合理であると明確にいえない場合
には限定免責が付与されることになる。一方で，第 ₉巡回区はさらに「自
招原則」を採用し，官憲が損害賠償責任を負いうる場合を拡大してきたと
される。
　第 ₉巡回区において自招原則に関連する考え方が初めて現れたのは，警
察官が被疑者宅に突入したところ被疑者が銃撃してきたため応射し死亡さ
せたことの合憲性が争われた Alexander v. City and County of San Francis-

co, 29 F.3d1355 (9th Cir. 1994)である。原告側は，住居に入ってきた者は
誰であれ銃撃してしまうような精神障害を被疑者が負っていることを知り
つつ被疑者宅に突入した点に第 ₄修正違反がみられると主張した。Court 

of Appealsは，この主張を，相手方の暴力的な対応を引き起こすような状
況を作り出している点で第 ₄修正上不合理な過剰な有形力の行使があった
とするものと解し，たとえ官憲が銃撃時に第 ₄修正上合理的な有形力を行

6）　Grahamの紹介・解説として，椎橋・前掲注 3），135頁（田村泰俊担当）が
ある。
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使していたとしても，官憲は損害賠償責任を負いうることになるとした。
Court of Appealsによれば，この主張は，結局のところ，警察官が行使し
た有形力の行使が「すべて」の事情を綜合してみれば第 ₄修正上不合理で
あるといえるとするものであり，行為時に官憲に判明していた事情すべて
に照らして有形力の行使の第 ₄修正上の合理性を判断する Grahamの基
準と適合することになる。
　その後，自動車で逃走中に事故を起こした被疑者の身柄を捕捉しようと
接近したところ被疑者が抵抗したため銃殺したことの合憲性が争われた
Billington v. Smith, 292 F.3d 1177 (9th Cir. 2002)では Alexanderを，①警察
官が無謀もしくは意図的に相手方の暴力的な対応を引き起こすような状況
を作り出し，②その警察官の行為が別の第 ₄修違反を構成しているといえ
る場合に，警察官に損害賠償責任を認める裁判例として限定的に解釈する
べきであるとした。そして，この事件で警察官が行った行為は意図的とも
無謀ともいえず，又，第 ₄修正違反も構成しないことを理由に原告の第 ₄
修正違反に基づく請求を退けている。ここで示された要件は官憲の主観面
を検討するものであるが，Court of Appealsは第 ₄修正上の合理性を客観
的に判断する先例の枠組みに反するものではないとした。というのも，自
招原則は有形力の行使に関する責任を問う根拠を「先行する別の第 ₄修正
違反」に求めており，この先行行為は客観的に第 ₄修正上不合理といえな
ければならないためである。また，Court of Appealsは，現場にいた通常
の官憲を基準にする Grahamの基準の下では，銃撃行為時の事情のほか，
銃撃行為に至る過程の事情も考慮に入れることになるので，Grahamと
Alexanderは矛盾するものではないと理由付けている。
　以上のように，第 ₉巡回は自招原則の下，有形力の行使それ自体のみを
とりあげると第 ₄修正に違反しない場合であっても，官憲が有形力を行使
する過程で，①無謀もしくは意図的に相手方の暴力的な対応を引き起こす
ような状況を作り出し，②その行為が別の第 ₄修違反を構成しているとい
える場合に，官憲の損害賠償責任を認めてきた。とはいえ，これまでの限
定免責の基準との関連性等，その論理にはあいまいな部分が多くみられる
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といえるように思われる。合衆国最高裁判所は自招原則の是非について直
接判断したことはなかったが，City and County of SanFrancisco v. Shee-

han, 575 U.S. __, 135 S.Ct. 1765 (2015)の註釈において自招原則を支持しな
いことを示唆してきた7）。
　 3．本件において，合衆国最高裁判所は自招原則を，有形力の行使が
Grahamの基準に垂らして合憲性を認められたことを前提として，その有
形力の行使を行う必要が先行する別の第 ₄修正違反によって引き起こされ
ていた場合には官憲らに責任を問いうるとするものと解した。そして，こ
の原則は，先行する別の第 ₄修正違反があることを根拠に，この原則が適
用されなければ合理的といえた有形力の行使を第 ₄修正上不合理なものと
して扱う点で許容できないとした。また，第 ₉巡回区が自招原則の適用範
囲を狭めるために示した要件について，①先行する第 ₄修正違反によって
有形力を行使しなければならない状況が引き起こされるとするが，どのよ
うな因果関係があればよいのか不明確であること，②意図的もしくは無謀
という官憲の主観的要素に検討を加えるものであることを理由に受け入れ
ることはできないとしている。
　本件で合衆国最高裁判所が特に強調しているのは，第 ₄修正違反を原因
とする請求はそれぞれ別個に検討なされなければならないとする点であ
る。すなわち，合衆国最高裁判所の理解によれば，自招原則は，Graham

の基準の下で合憲性が認められた有形力の行使を，その有形力を行使する
過程でなされた別の第 ₄修正違反があることを根拠に第 ₄修正不合理なも
のとして扱うものであるが，このような法的整理は第 ₄修正違反を原因と

7）　この事件で合衆国最高裁判所は，限定免責の有無の判断に当たって自招侵害
に関する第 ₉巡回区の判例を引用したことに対して，このように自招原則の裁
判例を引用したからといって合衆国最高裁判所としてこの原則を認めたものと
解釈してはならないこと，及び，限定免責の付与に当たって判断するべき事項
は，官憲が侵害した権利が行為当時明確に確立していたか否かであるという見
解を示している。See, City and County of SanFrancisco v. Sheehan, 575 U.S. _, 

135 S.Ct. 1765, n. 4 (2015).
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する請求を個別に判断してきた先例の枠組みに反し，許容できないと指摘
するものである。
　もっとも，本件で合衆国最高裁判所が理解した自招原則の内容が第 ₉巡
回区で示されてきた先例の内容と一致するかは明らかではない。第 ₉巡回
区は，自招原則を正当化するに当たって，Grahamの下では有形力の行使
の第 ₄修正上の合理性はすべての事情を綜合して判断されるのだから，有
形力の行使に先行する行為も考慮事情に含まれることを強調してきた。す
なわち，Alexander等で示された理論は，合衆国最高裁判所が指摘するよ
うに，有形力の行使が Grahamの基準に照らして合憲性が認められるこ
とを前提にしているのではなく，Grahamの基準の下で有形力の行使の第
₄修正上の合理性の判断を行う上で，先行する別の第 ₄修正違反を考慮に
入れるものであるとも解釈することができる。
　本件被申請人は合衆国最高裁判所がいう自招原則を支持しているのでは
なく，有形力の行使を行う必要性を作り出した先行する別の第 ₄修正違反
は Grahamの基準では考慮に入れられるはずだと主張している。この主
張は Alexander等の先例に関する後者の解釈に近いものであるように思わ
れる。この点につき合衆国最高裁判所は本件で判断を留保しており，Gra-

hamの基準の下で先行する第 ₄修正違反を考慮に入れることができるの
か否かは明らかではない8）。Grahamの下では行為当時官憲に判明してい
た事情が考慮要素になるのだから，有形力の行使を行う必要を引き起こす
ような先行行為を行っていたという事情は考慮要素になりうるものである
ように思われる。
　 4．合衆国最高裁判所は，本件において警察官らの責任を一切否定した
わけではない。合衆国最高裁判所が否定したのは自招原則に関連する部分
のみである。合衆国最高裁判所も，ある不法行為から予測可能な損害につ
いて官憲に対して損害賠償を請求する必要性があることは認識していた。

8）　Blum, Qualified immunity: Time to change the Message, 93 Notre Dame L. Rev. 

1887, 1901─02 (2018).
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そこで，先行する別の第 ₄修正違反と「近因（proximate cause）」9）のある
損害については損害賠償を請求できるとし，Grahamの枠組みとは別の救
済策があることを明確にした。
　この点，本件では警察官らに対して，無令状での侵入，及び，来意告知
違反を原因とする別の二つの請求がなされている。Court of Appealsは有
形力の行使に先行するこれら行為と本件損害との間に近因が認められると
した。一方で，合衆国最高裁判所は，Court of Appealsは来意告知違反に
基づく請求については限定免責を与えているのだから，本件では無令状で
の侵入と本件傷害との間の近因が問題となるところ，この点につき Court 

of Appealsは何ら判断を行っていないとして本件を差し戻している。来意
告知を行わず，突然官憲らが侵入することで暴力的な対応がなされうるこ
とは容易に想像できるが，無令状での侵入に，そのような対応が伴う危険
を見出すことは難しいように思われる。
　近年，過剰な有形力の行使を原因とする損害賠償請求につき，合衆国最
高裁判所が官憲に責任を認めることに消極的であるという指摘がなされ，
とりわけ，本件のように被害者が犯罪に関与していない無辜である場合は
強く問題視されてきた10）。本件は，これまでの過剰な有形力の行使を原因

9）　不法行為法の領域において，法的責任を認めるためには，行為と結果の間に
因果関係が認められなければならないが，因果関係の有無の判断に当たっては
通常，「当該行為がなければ結果が発生しなかっただろう」という①事実的因
果関係（cause in fact）がある他，②近因（proximate cause）があることが要
求されてきた。近因の有無を判断するに当たっては，予見可能性又は，危険の
範囲から検討がなされいる。すなわち，「実際に生じた損害が，被告の行為に
よって生ずる予見可能な危険と同種のものであったか否か」であるとか，「損
害が被告の行為によって生じた危険の予見可能な範囲内にあるか否か」が問わ
れれることになる。樋口範雄『アメリカ不法行為法　第 ₂版』（弘文堂，2014
年）152頁以下参照。See, also, Restatement (Third) of Torts: Liability for Physi-

cal and Emotional Harm (2010), §29.

10）　See, e.g., Baude, Is Qualified immunity Unlawful, 106 Calif. L. Rev. 45, 83─84 

(2018); Cover, Reconstructing the Right Against Excessive Force, 68 Fla. L. Rev. 

1773, 1777 (2016).
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とする請求とは別に，有形力の行使に至る過程で生じた別の第 ₄修正違反
と近因のある傷害につき官憲に責任を問いうると明示した点で，官憲に責
任を問うための新たな道筋を示したと評価されており，評釈の中ではこの
点に好意的なものもみられる11）。今後，この新たな方法で，有形力の行使
に対する損害賠償請求が行われることが予測されるが，どのような場合に
近因が認められるかは本件からは明らかではなく，今後の事例の集積が待
たれるところである。

11）　See, e.g., Macfarlane, Los Angeles v. Mendez: Proximate Cause Promise for Police 

Shooting Victims, 118 Colum. L. Rev. Online 48, 51 (2018).


